
　（１）職員の研修参加状況

　（２）勤務成績の評定の状況

３．一般行政職の級別職員数等の状況

　（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況

４．職員の手当の状況

　（１）期末手当・勤勉手当

　（２）退職手当

　（３）特殊勤務手当

　（４）時間外勤務手当

　（５）その他の手当

９．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

６．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　（１）勤務時間、休憩時間、週休日の状況

　（２）休暇の設置状況

　（３）年次有給休暇の取得状況

　（４）育児休業の取得状況

　（５）介護休暇の取得状況

７．職員の分限及び懲戒処分の状況

　（１）分限処分者数及び懲戒処分者数

８．職員の服務の状況

　（１）営利企業等従事制限に係る許可の状況

　（２）職務専念の義務免除承認申請の状況

５．特別職の報酬等の状況

　（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

■　人事行政の運営等の状況の公表

　人事行政の運営の状況について、菊池養生園保健組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基

１．職員の任免及び職員数に関する状況

　（１）職員数の状況と主な増減理由

　（３）年齢別職員構成の状況

２．職員の給与の状況

　（１）人件費の職員給与費の状況

　　　①　人件費の状況

　　　②　職員給与費の状況

　（２）採用職員と退職職員の状況

づき、平成３０年度の状況を公表します。

　　　①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　　　②　職員の初任給の状況

　（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況



区　　　　　分

１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

　（１）健康診断の状況

　（２）公務災害補償の状況

事　務　局

公立菊池養生園診療所

所　　　属

　（３）公平委員会の報告事項

１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

菊池広域保健センター

29年度

区　　分
人件費率

（Ｂ／Ａ）

２．職員の給与の状況

（１）人件費の職員給与費の状況

0

計

職員数

（人）

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、非常勤職員及び臨時職員は除いています。

（３）年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

区　分
20歳
未満

合　　　計

60歳
以上䦅 䦅 䦅 䦅

2 1 173 4 1 1 00 0 4 1

　　①　人件費の状況（平成３０年度決算）

（参考）

29年度の
人件費率

27,866千円 176,197千円 37.21％ , 37.26％ ,

　　②　職員給与費の状況（平成３０年度決算）

（２）採用職員と退職職員の状況

採用者数（Ａ） 退職者数（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

1人 2人 △1人 

䦅 䦅 䦅 䦅 䦅

48歳 52歳 56歳

組合管内人口

（31年3月31日）
歳 出 額
（Ａ）

実質収支

職員数（人）

平成30年度 平成31年度 対前年増減数

3

5

10

（注）採用者数は平成30年4月2日から平成31年4月1日までの数を、退職者は

18

3

5

9

17

0

0

-1

-1

主な増減理由

 Ｈ30.4.2付け、1名採用
 Ｈ30.6.30付け、1名退職
 Ｈ31.3.31付け、1名退職
 Ｈ31.4.1付け、1名増（菊池
 広域保健センターより異動）

 Ｈ31.4.1付け、1名減（公立
 菊池養生園診療所へ異動）

　平成30年4月1日から平成31年3月31日の数を計上しています。

20歳

䦅
23歳

24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳

27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

人 件 費
（Ｂ）

111,108人 473,514千円 



（注）個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は国の公表と合わせて（＊）としています。

　　その他、該当のない欄については全て（－）としています。

３．一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３１年４月１日現在）

区　　分

2　級
　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う主事、技師、保健師、看護師、

　栄養士の職務
3人 20.00％,

3　級 　係長、主任の職務 5人 33.33％,

4　級
　１　課長補佐の職務

　２　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う係長の職務
3人 20.00％,

構成比職員数標準的な職務内容

1　級 　主事、技師、保健師、看護師、栄養士の職務 2人 13.33％,

一般行政職

医　療　職

大学卒

高校卒

大学卒

― ― ― 

― ― ― 

経験年数10年

医　療　職 大学卒 296,300円 

経験年数15年

247,900円 

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

経験年数20年

＊ ＊ ― 

区　　分

　　②　職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

菊池養生園保健組合 国

高校卒 148,600円 148,600円 

大学卒 180,700円 180,700円 
一般行政職

区　　分

（注）給与月額とは、給料と職員手当（期末・勤勉手当、退職手当を除く。）の合計額です。

一般行政職 40.10歳 333,239円 

＊ 

平均給料月額

289,892円 

＊ 

平均給与月額

医　療　職 ＊ 

（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

　　①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月分）

区　　分 平均年齢

（参考）

一人当たり

給与費

（Ｂ／Ａ）

区　　分
職 員 数
（Ａ）

給　　料
計

（Ｂ）

給　　与　　費

30年度

職員手当 期末・勤勉手当

75,491千円 24,647千円 29,159千円 19人 

（注）職員手当には退職手当を含みません。

129,297千円 6,805千円 

（注）個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は国の公表と合わせて（＊）としています。



47.709

39.7575 月分 47.709 月分

19.6695

　勤続35年 39.7575

（注）菊池養生園保健組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

（注）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４．職員の手当の状況

菊池養生園保健組合 国

　勤続20年 月分26.3655 　勤続20年

　（支給率）

（１）期末手当・勤勉手当

（２）退職手当（平成３１年４月１日現在）

菊池養生園保健組合

　１人当たりの平均支給額（30年度）
　　　　　　　　　　 1,535千円

　（30年度支給割合）
　期末手当　　　　勤勉手当

　　2.60月分　　　　1.85月分

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　5～15％

国

―

　（30年度支給割合）
　期末手当　　　　勤勉手当

　　2.60月分　　　　1.85月分

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　　5～20％
　・管理職加算　 15～25％

月分 47.709 月分 　勤続35年

　勤続25年 28.0395 月分

月分

　自己都合 　応募認定・定年

　勤続25年33.27075 月分

5　級
　１　課長、看護師長、専門員の職務

　２　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う課長補佐の職務
1人 6.67％,

6　級 　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う課長の職務 1人 6.67％,

28.0395 月分 33.27075 月分

19.6695 月分 26.3655 月分

（支給率） 　自己都合 　応募認定・定年

　最高限度額 47.709 月分

　定年前早期退職特例措置

　2～45％（45～59歳）

（３）特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

手当の名称
左記職員に対する

支給単価

2,804,000円 

186,933円 

47.709 月分月分 47.709 月分　最高限度額

支給実績

（30年度決算）
主な支給対象職員

　看護業務に従事する有資格者看護手当 月額 3,000円 108,000円 　看護師及び保健師

　その他の加算措置
　定年前早期退職特例措置

　2～45％（45～59歳）
　その他の加算措置

主な支給対象業務

            4 種類,

 支給実績（30年度決算）

 支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

 手当の種類（手当数）

 職員全体に占める手当支給職員の割合 82.35％a



支給実績
（30年度決
算）

1,802,800円 

1,895,500円 

同

同

 ②子 10,000円 

1,527,600円 

3,840,000円 

国の制度

と異なる

内容ああ

定額化を

実施して

いないあ

通勤手当
 ②自動車に対して距離区分
 　（片道2ｋｍ以上）に応じ

95,475円 

50,000円 

43,000円 

   100分の8以内

 ①交通機関を利用する職員
　 に対して

支給55,000円以内

 診療所長及び保健センター長   100分の15以内

 園長   100分の20以内

 管理又は監督の地位にある職員に対して支給

    2,000円から
 31,600円を支給

同

異

国の制

度

との異

61,607円 

　支給実績（30年度決算）

　支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

内容及び支給単価

支給職員１人当たり

平均支給年額

（30年度決算）

240,000円 

　診療放射線技師

　臨床検査技師

医師研究手当

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（30年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の
　　総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）です。

（５）その他の手当（平成３１年４月１日現在）

（４）時間外手当

800,889円 

住居手当 同

扶養手当

　医学に関する研究に従事する医師

 ⑥父母等 6,500円 

 ①配偶者 6,500円 

手当名

225,350円 

 ⑦加算措置
　 （16歳から22歳までの間
　 にある子）

     １人につき
    5,000円加算

 ①居住のための住宅を借り
　 受けている職員に対して

支給27,000円以内 270,786円 

同

同

　医師

 診療部長及び保健センター部長

 課長

 看護師長

  100分の10以内

５．特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

区　　分 金　　額

組 合 長

副組合長
管理者

年額

年額

768,000円 管理職手当

　放射線業務に従事する有資格者

　臨床検査業務に従事する有資格者

　栄養指導業務に従事する有資格者

月額 5,000円 

技師手当
月額 3,000円 

180,000円 

216,000円 

危険手当 月額 2,000円 

 副診療所長及び
 副保健センター長

  100分の12以内

2,060,000円 
       月額 50,000円
        から 70,000円

　放射線業務に従事する有資格者

　採血や病理検査に従事する有資格者
　看護師及び保健師

　診療放射線技師

　臨床検査技師

　管理栄養士



 忌引休暇

６．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 ボランティア休暇

 結婚休暇

 産前休暇

 産後休暇

 子の看護休暇

付与要件

 職員の請求時

 職員の負傷、疾病による療養

 骨髄提供に際する検査、入院等

 ボランティア活動に参加する場合

 結婚式や旅行等の行事

 8週間（多胎妊娠14週間）以内に
 出産予定

 女性職員が出産した場合

 中学校就学前の子の看護

勤務時間 休憩時間 週休日

1日の勤務時間7時間45分、1週間の勤務時間38時間45分

年額

 7月～9月の期間における休暇

（１）勤務時間、休憩時間、週休日の状況

8：30～17：15 12：00～13：00 土曜日、日曜日

 骨髄提供のための休暇

（２）休暇の設置状況

休暇の種類

 年次有給休暇

 病気休暇

年額

年額

40,000円 

37,000円 

36,000円 

 父母等の介護を行う

付与日数

 年20日（繰越20日）を限度に付与

 必要と認める期間（90日以内）

 必要と認める期間

 5日以内

 連続する5日以内

 出産の日までの請求期間

 出産の日の翌日から8週間

 子1人につき5日以内
 （対象となる子が複数いる場合は10日）

 続柄に応じて1日から7日以内

 5日以内

 連続する6月の範囲内において必要と
 認められる期間

 職員の親族が死亡した場合

 夏季休暇

 介護休暇

（３）年次有給休暇の取得状況（平成３０年１月１日～平成３０年１２月３１日）

0人 0人 0人 0人 0人 0人 

承認期間

（４）育児休業の取得状況（平成３０年度）

取得者数

男

対象職員数

主

な

特

別

休

暇

総付与日数 総使用日数 １人平均使用日数

19人 685日 188日 9.9日 

議　　長

副 議 長

議　　員

議　会

6～12ヶ月以内 1年～3年女 3ヶ月以内 4～6ヶ月以内



（５）介護休暇の取得状況（平成３０年度）

取得者数 承認期間

男 女 3ヶ月以内 4～6ヶ月以内 6～12ヶ月以内 1年～3年

0人 0人 

0人 0人 ― ― ― ― 

７．職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数及び懲戒処分者数（平成３０年度）

免職 休職 降任 降級 小計 免職 休職 減給 戒告 小計

分限処分者 懲戒処分者

制限などが課せられます。

（１）営利企業等従事制限に係る許可の状況（平成３０年度）

営利企業等の従事許可申請

区　　分

0件 0件 

申請件数 許可件数

0人 

これに専念しなければならない。」（地方公務員法第３０条）

　職員には、命令に従う、秘密を守る義務や、信用失墜行為・争議行為の禁止、営利企業等の従事・政治行為の

（注）分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行う処分で、公務能率の維持を目的として

　　　います。

（注）懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処分で、公務における規律と秩序を維持

　　　することを目的としています。

８．職員の服務の状況

　「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、且つ、職務遂行に当たっては全力を挙げて

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

熊本県市町村職員

研修協議会主催あ

受講者数

3人 

2人 

区　　分

 一般研修（タイムマネジメント研修等）

 ＩＴ研修（ＰＯＷＥＲ ＰＯＩＮＴ研修）

（２）職務専念の義務免除承認申請の状況（平成３０年度）

区　　分 申請件数 許可件数

職務専念の義務免除承認申請 9件 9件 

９．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員の研修参加状況（平成３０年度）



　不利益処分に関する不服申立て

　勤務条件に関する措置要求 0件 

0件 

件数区　　分

（２）公務災害補償の状況（平成３０年度）

認定件数 内公務災害 内通勤災害

0件 0件 0件 

（３）公平委員会の報告事項（平成３０年度）

１０．職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況（平成３０年度）

人間ドック

定期健康診断

8人 

受診者数

10人 

区　　分

42人 

（２）勤務成績の評定の状況

　　勤務成績の評定については、地方公務員法第４０条第１項の規定に基づき、１０月１日を基準日として基準日前１年間

　を評価の対象期間として勤務成績や能力等の評価を行う人事評価を実施しています。

　その他実務研修（延べ）


